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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

１）固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産

　�　定率法を採用している。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物及び平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっている。

⑵　無形固定資産

　�　定額法を採用している。なお、当社団利用のソフトウエアについては利用可能期間（５年）に

基づいている。

２）引当金の計上基準

⑴　賞与引当金

　　職員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

⑵　退職給付引当金

　�　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末において発生して

いると認められる額を計上している。

⑶　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

３）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。
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２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

３．特定資産の増減額及びその残高

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４．特定資産の財源等の内訳

　　特定資産の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 69,209,096 7,992,216 18,810,175 58,391,137

会館整備積立資産 640,000,000 280,000,000 0 920,000,000

奨学資金引当資産 79,010,919 2,566,000 3,960,000 7,616,919

建物 225,708,346 0 5,374,008 220,334,338

合　　　計 1,013,928,361 290,558,216 28,144,183 1,276,342,394

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に

対応する額）

特定資産

退職給付引当資産 58,391,137 0 0 58,391,137

会館整備積立資産 920,000,000 0 920,000,000 0

奨学資金引当資産 77,616,919 0 77,616,919 0

建物 220,334,338 220,334,338 0 0

合　　　計 1,276,342,394 220,334,338 997,616,919 58,391,137

５．担保に供している資産

　　該当なし
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６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　該当なし

８．保証債務等の偶発債務

　　該当なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

建物 268,700,410 48,366,072 220,334,338

小　　　計 268,700,410 48,366,072 220,334,338

その他固定資産

建物 1,413,566,917 543,828,208 869,738,709

構築物 77,599,516 55,010,608 22,588,908

什器備品 121,787,026 115,791,815 5,995,211

水道施設利用権 1,701,000 1,025,703 675,297

ソフトウェア 23,634,300 22,865,340 768,960

小　　　計 1,638,288,759 738,521,674 899,767,085

合　　　計 1,906,989,169 786,887,746 1,120,101,423
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10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表
上の記載区分

助成金

日看協助成金 日本看護協会 0 17,233,200 17,233,200 0

看護の日助成金 北海道「看護
の日」及び「看
護週間」実行
委員会

0 904,898 904,898 0

合　　　計 0 18,138,098 18,138,098 0

（単位：円）

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額 5,374,008

合　　　計 5,374,008

12．関連当事者との取引の内容

　　該当なし

13．重要な後発事象

　　該当なし
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14．その他

　　退職給付関係

⑴　採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

⑵　退職給付債務及びその内容

⑶　退職給付費用に関する事項

⑷　退職給付債務等の計算の基盤に関する事項

　�　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計上し

ている。

⑸　会計基準変更時差異の処理年数　　　　１年

（単位：円）

①　退職給付債務 54,176,555

②　会計基準変更時差異の未処理額 0

③　退職給付引当金（①＋②） 54,176,555

（単位：円）

①　勤務費用 7,158,840

②　会計基準変更時差異の未処理額 0

③　退職給付引当金（①＋②） 7,158,840




